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新旧対照表

0育児休業等に関する規程

改正 現行

育児休業等に関する規程 育児休業等に関する規程

1993年 1月21日制定 1993年 1月21日制定

〔注〕 2005年4月から改正沿革を付記した。 〔注〕 2005年4月から改正沿革を付記した。

改正 2005年4月 1日 2010年6月1日 改正 2005年4月1日 2010年6月1日

2013年4月1日 2017年10月1日 2013年4月1日

（目的） （目的）

第 1条 この規程は、就業規則第16条の規定に基づき、育児休業、育児短時間第 1条 この規程は、就業規則第16条の規定に基づき、育児休業、育児短時間

勤務等の取扱いについて必要な事項を定めることを 目的とする。 勤務等の取扱いについて必要な事項を定めることを目的とする。

（育児休業の対象者） （育児休業の対象者）

第2条 次の全ヱに該当 し、育児のために休業する ことを希望する教職員は、第2条 次の各号のすべてに該当し、育児のために休業することを希望する教

学校法人梅村学園（以下 「本法人」という。）に申し出ることにより、育児 職員は、学校法人梅村学園（以下 「本法人」という。）に申し出ることによ

休業を取得することができる。 り、育児休業を取得することができる。

(1) 1歳に満たない子（実子-養子、特別養子縁組の監護期間中の子、養 (1) 1歳に満たない子（実子又埜養子をいう。以下同じ）と同居し、養育

子縁組里親に委託されている子又は養育里親に委託されている子をいう。 する者

以下同じ~)と同居し 、 養育する者

(2) 次条の規定により育児休業をする ことができないとされた者でないこ (2) 次条の規定により育児休業をすることができないとされた者でないこ

(3) 育児休業終了後、引き続き勤務する意思のある者 (3) 育児休業終了後、 引き続き勤務する意思のある者

2 期間を定めて雇用する者においては、前項の全てに該当し、育児休業申出 2 期間を定めて雇用する者においては、前項登登に該当し、育児休業申出時

時点において、継続雇用期間が 1年以上あり、かつ、子が 1歳6か月に達す 点において、継続雇用期間が1年以上あり 、かつ、子が 1歳に達する日主里

る日 までに雇用契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない者とす えて雇用が継続することが見込まれる者とする。

ゑ
（育児休業の適用除外者）

第3条 法令に定めるもののほか、次のいずれかに該当する場合は、育児休業

をすることができないものとする。

(1) 引き続く在職期間が 1年未満Q場合
(2) 1週間の所定勤務日数が 2日以下の場合

(3) 前2号に掲げるもののほか、法令の定めるところにより、育児休業を
することができないこととすることについて合理的な理由があるとされる

（育児休業の適用除外者）

第3条 法令に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当する場合は、

育児休業をすることができないものとする。

(1) 引き続く在職期間が 1年未満である場合

(2) 1週間の所定勤務日数が 2日以下の場合

(3) 前 2号に掲げるもののほか、法令の定めるところにより 、育児休業を

することができないこととする ことについて合理的な理由があるとされる
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改正 現行

場合 I 場合
（心 期間を定めて雇用する者においては、申出時点において子が1歳に達

する日から 1年を経過する日までに 用 係が｀了し、 されないこと

が明らかな場合

（育児休業の期間） （育児休業の期間）

第4条 育児休業の期間は、原則として、子が 1歳に達する日 （誕生日の前日）第4条 育児休業の期間は、原則として、 子が1歳に達する 日 （誕
生日の前日）

までを限度と して、教職員が申 し出た期間とする。ただし、所属長に申し出 までを限度として、 教職員が申し出た期間とする。ただ
し、 所属長に申し出

ることにより本法人の許可を得た場合は、 1歳に達する 日の年度末まで期間 ることにより本法人の許可を得た場合は、1歳に達する
11の年度末まで期間

を延長することができる。 を延長することができる。

2 配偶者が教職員と同じ日 から又は教職員より先に育児休業をしている場 2 配偶者が教職員と同じ 日から又は教職員より先に育児
休業をしている場

合、教職員は、子が 1歳2か月に達するまでの間で、 出生日以後の産前 ・産 合、教職員は、子が 1歳 2か月 に達するまでの間で、出生日以後
の産前 ・産

後休壁期間と育児休業期間との合計が 1年を限度として、育児休業をするこ 後休墾期間と育児休業期間との合計が 1年を限度として
、育児休業をするこ

とができる。 とができる。

3 子が 1歳に達する日において教職員又は配偶者が育児休業している場合 3 子が 1歳に達する日において教職員又は配偶者が育児休業して
いる場合

で、保育所に入れない等の特に必要と認められる特別の事情があるときは、 で、保育所に入れない等の特に必要と認められる牛炉別の
・11:情がある携~ 前

前項によ らず、1歳6か月に達する日を限度として育児休業を取得できる。 項によらず、 1歳6か月に達する日を限度として合児休業を取得で
きる。

土 子が1歳6か月に達する日において教職員又は配偶者が育児休業している

場合で、保育所に入れない等の特に必要と認められる特別の事情があるとき

は、前項によらず、 2歳に達する日を限度として育児休業を取得できる。

（育児休業の申出） （育児休業の申出）

第5条 前条第 1項による育児休業を希望する者は、原則として育児休業を開第5条 前条第 1項による育児休業を希望する者は、）爪則として育児休業を開

始しようとする 1か月前までに、育児休業開始予定日及び終了予定日を明ら 始しようとする 1 か月前ま でに、 育児休業開始)'巫 1 1 及び終了 —f定日を明ら

かにし、育児休業申出書により所属長に申し出るものとする。 かにし、育児休業申出書により所属長に申 し出るものとする。

2 前条第2項による育児休業を希望する者は、 原則として育児休業を開始し 2 前条第2項による育児休業を希望する者は、）爪則として育児休
業を開始し

ようとする 2週間前までに、育児休業開始予定日及び終了予定日を明らかに ようとする 2週間前までに、育児休業開始千定11及び終
（予定日 を明らかに

し、育児休業期間変更申出書によ り所属長に申し出るものとする。 し、育児休業期間変更申出書により所属長に中し出るものとする。

3 育児休業の申出は、同一の子（双子以上の場合も 1子とみなす。）につい 3 育児休業の申出は、同一の子（双子以上の楊介も I
(・ とみなす。）につい

て、 前項又は第 1項ごとに原則として 1回とする。ただし、 産後休暇を取得 て、前項又は第1項ごとに原則として 1回とする。ただし、
産後休茎をして

していない者が、子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い方から8週間以 いない者が、子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い）jから8週
間以内に

内にした最初の育児休業については、 1回の申出に含めない。なお、養子縁 した最初の育児休業については、1回の申出に含めない。
なお、養子縁組に

組笠ヱ法定要件を満たす場合には同様の取扱いとする。 した場合などで母親が法定要件を満たす場合には同様の取扱いとする。

4 育児休業申出書及び育児休業期間変更申出書が提出されたときは、本法人 4 育児休業申出書及び育児休業期間変更申出書が提出されたと
きは、本法人

は-当該申出をした者に対し、 育児休業取扱通知書を交付する。 は当該申出をした者に対し、 育児休業取扱通知書を交付する。
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改正 現行

（育児休業の申出の撤回） （育児休業の申出の撤回）

第 6条 育児休業を申し出た者は、育児休業開始予定日の前日 までは、育児休 第6条 育児休業を申し出た者は、 育児休業開始予定日の前日までは、育児休

業申出撤回届を所属長に提出することにより 、育児休業の申出を撤回するこ 業申出撤回届を所属長に提出することにより 、育児休業の申出を撤回する こ

とができる。 とができる。

2 前項により育児休業の申出を撤回した者は、特別の事情がない限り 同一の 2 前項により申出を撤回した者は、特別の事情がない限り同一の子について

子については再度申し出ることができない。ただし、第4条第 1項に基づく は再度申し出ることができない。ただし、第4条第 1項に基づく育児休業の

育児休業の申出を撤回した者であっても、同条第旦項に基づく 育児休業を申 申出を撤回した者であっても、同条第旦項に基づく育児休業を申し出ること

し出ることができる。 ができる。

3 育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により育児休業の申出に係 3 育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により育児休業の申出に係

る子を養育しないこととなった場合には、育児休業の申出は- されなかった る子を養育しないこととなった場合には、育児休業の申出はされなかったも

ものとみなす。 のとみなす。

＆ 前項の事由が生じた場合は、申出をする者（以下「申出者 という。）は、

直ちにその旨を所属長に通知しなければならない。

／ 育児休業申出撤回届か提出されたときは、本法人は-当該届出をした者に 4 育児休業申出撤回届か提出されたときは、本法人は当該届出をした者に対
悶兄::::~;及通知書を交付する。 r冒:::::~~知書を交付する。
第7条 育児休業期間中の者（以下 「育児休業者」という。）が、次のいずれ 第7条 育児休業期間中の者（以下 「育児休業者」という。）が、次の登登-.!Q

かに該当するに至ったときは、当該育児休業は-終了するものとする。 いずれかに該当するに至ったときは、当該育児休業は終了するものとする。

(1) 子の死亡 • 傷病等により育児休業に係る子を養育しないこ ととなった (1) 子の死亡• 傷病等により育児休業に係る子を蓑育しないこととなった
場合

(2) 育児休業に係る子が 1歳に達した場合（第4条第 1項ただし書きに基

づく育児休業の場合を除く。第4条第旦項の場合は 1歳 6か月に達した場

場合

(2) 育児休業に係る子が 1歳に達した場合（第4条第1項ただし書きに基

づく育児休業の場合を除く。第4条第旦項の場合は 1歳6か月に達した場

合 ）合）

(3) 産前休暇、 産後休暇、介護休業又は新たな育児休業が始まった場合 (3) 産前産後休暇、 介護休業又は新たな育児休業が始まった場合

2 育児休業者が前項のいずれかに該当するときは、直ちにその旨を所属長に 2 育児休業者が-前項第 1号から第3号までのいずれかに該当する ときは、

通知しなければならない。 直ちにその旨を所属長に通知 しなければならない。

（育児休業の効果） （育児休業の効果）

第8条 育児休業者は、育児休業期間中はその身分を有するが、職務に従事す第8条 育児休業者は、育児休業期間中はその身分を有するが、職務に従事す

ることを要しない。 ることを要しない。

（復職） （復職）

第9条 育児休業期間が満了したとき、又は第 7条第 1項に掲げるいずれかの第9条 育児休業期間が満了したとき、又は第7条第 1項に掲げるいずれかの

終了事由に該当し、育児休業を続ける必要がなくなったときは、復職しなけ 終了事由に該当し、育児休業を続ける必要がなくなったときは、復職しなけ

ればならない。 ればならない。
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2 前項の場合において、正当な理由がなく復職しない者は、解雇規程第3条 2 前項の場合において、正当な理由がなく復職しない者は、解雇規程第3条

；を：言；~:i~二直正こ言;::::o~::13 :=:~::: ロニ=~:;::戸 しこィ:・::。るものとする。たた
（給与） （給与）

第10条 育児休業期間中は、いかなる給与も支給しない。 第10条 育児休業Q期間中は、いかなる給与も支給しない。
2 育児休業の期間が月の初日から末日までの全期間にわたらない月における 2 育児休業の期間が月の初日から末日までの全期間にわたらない）lにおける
給与は、日割計算によ り支給する。 給与は、日割計算によゑ。

（賞与） （賞与）

第11条 育児休業期間は、賞与の算定においては、賞与期間から除外する。 第11条 育児休業期間は、賞与の算定においては、賞与期間から除外する。
I (昇給の調整） （昇給の調整）

第12条 育児休業者が復職したときは、当該育児休業の期間の 2分の 1に相当第12条 育児休業者が復職したときは、当該育児休業の期間の2分の 1に相当

する期間を勤務したものとみなして、昇給期間の調竪を行 う。 する期間を勤務 したものとみなして、昇給期間の調帷をいう。

（勤務年数の算定） （勤務年数の算定）

第13条 育児休業期間は、退職手当の算定基礎となる勤務年数及び採用後の俸第13条 育児休業期間は、退職手当の算定基礎となる勤務年数及び採用後の俸

給の格差是正に必要な勤務年数に算入しない。ただし、勤続表彰の勤務年数 給の格差是正に必要な勤務年数に算入しない。ただし、勤紬K彰(})勤務年数
の算定及び年次有給休暇の出勤率の算定においては、算入する。 の社甚においては、これを算入する。

（返済金その他の納入） （返済金その他の納入）

第14条 育児休業者は、通常の場合給与から控除するものと されている各種貸第14条 育児休業者は、通常の場合給与から控除するものとされている各種貸

付の返済金その他の費用を指定された期日 までに本法人に納入しなければな 付の返済金その他の費用を指定された期日 までに生園に納人 しなければなら

I らなし‘。 ない。

2 育児休業者に係る住民税は、特別徴収を行わず普通徴収によるものとする。2 育児休業者に係る住民税は、特別徴収を行わず将辿徴収によるものとする。

（育児短時間勤務） （育児短時間勤務）

第15条 3歳に満たない子を養育する者は、就業規則第 3条に規定する勤務時 第15条 3歳に満たない子を養育する者は、就業規則第3条において定められ

間を6時間に短縮し勤務 （以下 「育児短時間勤務」と いう。）する措置を申 ヒ勤務時間を 6時間に短縮し勤務（以下「育児短時li'l・J勤務」と いう。）する

し出ることができる。 措置を申し出るこ とができる。

2 前項にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、育児短時間勤務をす 2 前項にかかわらず、次の各登Qいずれかに該‘りする場合は、育児短時間
ることができないものとする。 勤務をすることができないものとする。

(1) 1日の勤務時間が6時間以下の場合 (1) 1日の勤務時間が6時間以下の場合

(2) 引き続く在職期間が 1年未満の場合 (2) 引き続く在職期間が 1年未満の場合

(3) 1週間の所定勤務日数が2日以下の場合 (3) 1週間の所定勤務日数が 2日以下の場合
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3始:塁!1五冒;:!二~~ ~:::::~;:;;~: 竺::冒13以竺::竺竺F短r.:r::~,ニfう~~:,喜〗こ；:;,~、ら月力〗｀
までに、育児短時間勤務申出書により所属長に申 し出るものとする。 開始予定日の 1か月前までに、育児短時間勤務申出書によ り所属長に申し出

るものとする。

4 育児短時間勤務の適用を受けている期間中の給与は、短縮された時間に応 4 育児短時間勤務の適用を受けている期間中の給与は、短縮された時間に応

じて俸給を減額して支給する。 じて俸給を減額して支給する。

5 育児短時間勤務の通用を受けている期間が賞与期間にある場合は、短縮さ 5 育児短時間勤務の適用を受けている期間が賞与期間にある場合は、短縮さ

れた時間に対応する賞与は-支給しない。 れた時間に対応する賞与は支給しない。

凸 育児短時間勤務開始予定日の前日までに、子の死亡等により育児短時間勤
務の申出に係る子を養育しないこととなった場合には、育児短時間勤務の申

出は、されなかったものとみなす。

7 前項の 由が生じた場合は、申出者は、直ちにその旨を所属長に通知しな

ければならない。

呈 次に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児短時間勤務期間はー終 6 次Q登登に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児短時間勤務期間
了するものとする。 ［は終了するものとする。

(1) 子の死亡・ 傷病等により育児短時間勤務に係る子を養育しないことと (1) 子の死亡 ・傷病等により育児短時間勤務に係る子を養育しないことと
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(3) 産前産後休暇、介護休業又は新たな育児休業が始まった場合
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改正

児所定外労働免除申出書により所属長に申し出るものとする。 I 児所定外労働免除申出書により所属::こ申し出るものとする。
且 免除開始予定日の前日までに、子の死亡等により所定外労働免除の申出に

係る子を養育しないこととなった場合には、所定外労働免除の申出は、され

なかったものとみなす。

恒 前項の事由が生じた場合は、申出者は、直ちにその旨を所属長に通知しな

ければならない。

豆 次に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、所定外労働免除期間は-終 4 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、免除期間は終了する
了するものとする。 「 ものとする。

(1) 子の死亡 • 傷病等により 所定外労働の免除に係る子を養育しないこ と (1) 子の死亡 ・傷病等により所定外労働の免除に係る＋を投育しないこと
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となった場合

(2) 所定外労働の免除に係る子が 3歳に達した場合

(3) 産前産後休暇、介護休業又は新たな育児休業が始まった場合
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となった場合

(2) 時間外労働の制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合

(3) 産前休暇-産後休暇、介護休業又は育児休業が始まった場合

ュ時間外労働制限者が前項のいずれかに該当するときは、直ちにその旨を所
属長に通知しなければならない。

8 時間外労働制限期間中は、退職手当の算定基礎と なる勤務年数、採用後の 5 制限期間中は、退職手当の算定基礎となる勤務年数、採用後の俸給の格差

俸給の格差是正に必要な勤務年数及び勤続表彰の勤務年数の計算においては 是正に必要な勤務年数及び勤続表彰の勤務年数の計算においては通常の勤務

通常の勤務をしているものとみなす。 をしているものとみなす。

／旦言！冒[ll9'-i(1) 引き続く在職期間が1年未満の場合 (1) 引き続く在職期間が1年未満の場合

(2) 申出に怪ゑ家族の16歳以上の同居家族が、次のいずれにも該当する場 (2) 申出にかかわる家族の16歳以上の同居家族が、次のいずれにも該当す

::/／/ 

となった場合

(2) 時間外労働の制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合

(3) 産前産後休暇、 介護休業又は新たな育児休業が始まった場合
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改正 現行

ったものとみなす。

旦 前項の事由が生じた場合は、申出者は、直ちにその旨を所属 に通知しな

ければならない。

＆ 次に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、深夜業制限期間はと終了す 5 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了する

:[／ 第19条 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する者は、負傷若しくは疾第19条 小学校就学の始期に達するまでの子を投育する者は、iHiJ1杓しくは疾
病にかかった当該子の世話をするため、又は疾病予防を目的に子に予防接種 病にかかった当該子の世話をするため、又は疾砧 f防を1..:1的に臼こ予防接種
や健康診断を受けさせるために、子の看護休暇を申 し出ることができる。 や健康診断を受けさせるために、 子の看護休暇をljlし出ることができる。

2 前項にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、子の看護休暇を取得 2 前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該"1する場介は、(-の看護休暇
することはできないものとする。 を取得することはできないものとする。

(1) 引き続く 在職期間が6か月未満の場合 (1) 引き続く在職期間が 6か月未満の場介

(2) 1週間の所定勤務日数が 2日以下の場合 (2) 1週間の所定勤務日数が2日以下の場合

3 子の看護休暇は-子が 1人の場合は 1年度内に5日、2人以上の場合は 13 子の看護休暇は子が 1人の場合は 1年度内にfi11、2人以 I-:の楊合は 1年
年度堕に10日を限度として取得することができ る。 間に10日間を限度と して取得することができる。

性 子の看護休暇は、半日単位 (1日の所定労働時間の2分の 1)で取得する

ことができる。

旦 子の看護休暇を取得しよ うとする者は、原則として事前に子の看護休暇申 4 子の看護休暇を取得しようとする者は、ー事前に(-の行護休暇申出儘により

&~~~i~i~~~~:::::: ま~==~~::に［門~~::~:::~~;~;~~も~;出];;~~::::;J;,::~:1~に［門~~:=~:::
憾譴全ての教職員は、育児休業等の申出• 利用に関して、当該申出•利用
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